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  The purpose of this research is to show clearly whether it is effective that invisible disabilities person 

"coming-out of the closet" to the other in workplace. Participants were adult (N=1390, Age range; 

30-60 years). First, an fictional investigator who pretend mental-difficulties appear and show three 

conditions for within-subject, randomly - disability-ID and anguish sentence about mental (P-Hi), 

student-ID and same sentence (P-Lo), and no-presence (Control). Next, they answered questionnaire. 

Finally, they answered manipulation test. Consequently, this research has indicated that salience 

presentation develop negative stereotype significantly. Especially, it's caused significantly by 

respondents less-contact experiment and high-quality contact, in other words, middle-contact reduce 

negative stereotype. 

 

1.問題 

1.1 障害者等と職場環境 

2016 年 4 月に改正障害者雇用促進法が施行され、

新たに精神障害者も法定雇用率カウント対象者とし

て加えられるようになり、障害者等を雇い入れる法

整備が整いつつある。しかし、障害者等の中で、精

神障害を代表とする可視化が難しい障害疾病や特性

等を抱えている者にとっては、職場等でカミングア

ウトをした後の職場からの偏見等を懸念し、あえて

隠し通すことにより、上記など法的援助を活用する

機会を逸し、結果として労務不能となる事案が報告

されている（相沢, 2007）。 

外国では、精神障害者をはじめ学習障害、認知障

害や恒常的なめまいや疲れ等、外見から目視が難し

い障害疾病等を持っている者を、invisible-disability

という概念で呼んでいる。例えば、車いす生活の身

体障害者と比べ、外見上健常者に見えてしまうため、

援助機会を逸失することや、健常者からあらぬ誤解

や偏見、レッテルを張られる問題がある。それらの

問題点を一般の人に広く啓蒙しようと活動している

団体がアメリカに存在している（The Invisible 

Disabilities Association, 2017）。 

1.2 障害者等と虐待・いじめ 

実務、知識ともに障害者等について十分熟知して

いる立場の者が虐待や傷害致死事件に加担する刑事

事件が後を絶たない。例えば、加害者が使用者であ

って、後にテレビドラマ「聖者の行進」のモデルと

なった水戸パッケージ知的障害者事件（朝日新聞, 

1996, 2004）や、看護職員であった宇都宮病院事件（朝

日新聞, 1984)がある。昨年では、施設従事者が 26人

を殺傷した、相模原津久井やまゆり園事件（毎日新

聞, 2016）の記憶が新しい。 

2012年から障害者虐待防止法が施行された。本法

令では、障害当事者が肉体・精神的な虐待等を受け

た場合に公的機関等に通報し防止するスキームが法

令で定められている。法令成立以前から、障害者等
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について熟知している施設管理者や使用者が虐待や

暴行に加担する、障害者虐待事件が後を絶たないこ

とを受けて（民主党, 2011）、虐待をする恐れがある

対象者として擁護者の他に施設従事者や使用者を定

め、罰則規定も設けている。しかし、法令成立当初

から、学校や医療機関の従事者は罰則規定の対象除

外とされている問題点があり、法令の見直しの検討

の声が一部から上がっている（民主党, 2011）が、改

正されぬまま現在に至っている。 

1.3 問題点 

福祉施設や医療機関等、職場以外の小集団内にお

いて、障害者虐待やいじめが発生しているから、職

場内にも同質の事案が発生していると安易に推定し

難いところがある。だからといって、職場という小

集団においても、障害者等に対する虐待やいじめ、

ハラスメントの類の差別行動を起こす端緒となる、

偏見や否定的な感情がないといえるのだろうか。 

雇用管理上の観点から言及すると、一部の特殊な

職種に従事することを除いて、業務遂行に著しく支

障がおきる病状ではないかぎり、従業者本人の身心

の障害等、機微情報を雇用者に申告する義務も罰則

も特になく、申告するかしないは当人の自己判断に

委ねられている（相沢, 2007）。しかし、障害者雇用

促進法における雇用枠を活用して働く場合、同法の

事務処理で事業所内で障害者を何人雇っているか、

障害者手帳や診断書等をもって確認し報告する必要

がある。そのため、本来は機微情報であるため、原

則他言厳禁ではあるが、当該従業者の労働安全衛生

管理上、人事総務の実務担当者以外の者、例えば当

事者直属の上司等に、必要最低限の情報が伝達され

ることは実務上十分ありうることである。 

つまり、冒頭で当事者が懸念している通り、例え

職場上で、しかも面前でわざわざカミングアウトを

しなくても、障害者雇用枠を活用し、なんらかの配

慮を得ようとすると、企業側に手帳を呈示すること

は避けられず、それとなく社内でばれてしまうこと

は、特例子会社を設けている企業を除いて、人事総

務の実務ではありうることである。 

よって、冒頭で、精神障害者等が障害者雇用枠を

活用すると、あたかも障害者であることが社内にば

れてしまうのではという当事者側の懸念は、決して

当事者の単なる自意識過剰や気にし過ぎではなく、

筋の通った事象であると考える。この懸念は、当事

者とされる者はそれら差別行動であったり偏見等の

ターゲットになることを察し、懸念していることの

現れではなかろうか、それは特定の障害等に限定し

た問題ではなく、目に見えない障害等を抱える者や

その父母が誰しも抱える問題ではないかと筆者は推

察する。 

そして、なぜ、ターゲットを十分熟知した立場の

人が実際に一連の障害者虐待事件に加担したのだろ

うか。十分熟知した関係者であっても一連の障害者

虐待事件が発生しているのであるのだから、物理上

当事者と接触可能な立場の人であれば、何人も加害

者になりえるだろうし、決して学校関係者や医療関

係者が偏見を持たず、差別行動（いじめ）をしない

とは決して言い切れないのではなかろうか。筆者も

含め“いじめの研究をしている先生等が、実はいじ

めの真の張本人でした”、といった笑えないパラドッ

クスに陥らないためにも、何人も加害者にならない

よう常に自戒の念をもち自覚した行動をとることが

真の虐待防止策だと考える。 

相手の状況や立場についてあらかじめ学習され、

かつ熟知している人間でも虐待等、差別行動に加担

する人・しない人の間には何らかの潜在的な要因や

特性があるのではなかろうか。もしかしたら、同じ

熟知する者であっても、その人に帰属する立場や経

験によっては、差別行動に加担する人、しない人の

違いがでると推察される。 

そこで、本研究では、社会人を回答対象とし、回

答対象者の障害当事者への各接触経験と各呈示条件

が、否定的ステレオタイプ形成・低減にどのような

影響をもたらすのかについて検証した。さらに、数

量化Ⅰ類分析を用いて、回答者のどの属性において

影響をもたらすのかについて検証した。 

1.4 本研究における「障害者等」の位置づけ 

本研究で知りたいことは、回答者が外見上障害が

あるかどうかわからない障害者等にどのような印象

をもつかである。よって、特定の障害種別について

深く掘り下げ、拘って研究したいわけではない。そ

のため、筆者が本来想定している障害と指し示す範

囲は広義に解釈している。 
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本研究では、当事者が告白しない限り外見上全く

わからない特性等を持っているがゆえ、日常生活、

社会生活に相当な制限を受け、生きづらさを感じる

状態にある者を全般して「障害等」と位置づける。 

例えば、社会通念では障害者であるとは一部言い

難い、性的マイノリティや、原因不明のめまいや頭

痛を常に抱えて生活している者も、身体・精神障害

者等と同程度の社会的制限や生きづらさを持ってい

ると推察できるのであれば、筆者の定義のなかでは

障害等の範疇内に位置づける。 

とはいえ、筆者が想定している定義を、そのまま

回答者に示した場合、回答する側に混乱が生じるこ

とが調査前から想定できた。そこで、研究デザイン

の都合上、混乱を防ぐべく、本研究では、回答者に

敢えて精神・発達障害者等を想定させた実験を行っ

ている。 

しかし、筆者が研究発表等を行った際（例えば、

蒲倉, 2016a, 2016b）、参加者から特定の障害種別に特

化した研究ではないかと指摘されることがあった。

日本語で端的に形容する言葉が見当たらなかったこ

と、invisible disability の方が読み手に誤解が生じに

くく妥当と判断したことから、あえて文面を割きつ

つ、標題に補足することとした。 

2 本論 

2.1 先行研究（障害者と否定的ステレオタイプの存

在について） 

ステレオタイプとは、集団の成員全般に対して十

把一絡げ的な認知を割り当てることである(中島・安

藤・子安・坂野・繁桝・立花・箱田,1999）。ステレ

オタイプには評価対象を紋切り型にとらえることに

より、膨大な情報処理を簡便化することができる利

点がある一方、不適切な対象を過度に否定的に評価

することにより偏見や差別を助長する欠点がある

(中島ほか,1999）。肯定および否定的な認知・感情を

伴うものをステレオタイプ、否定的な認知・感情を

伴うものを偏見、否定的な行動や態度を伴うものを

差別とよばれる(中島ほか,1999）。一方、スティグマ

とは、他者や他集団から付与されたぬぐいがたいほ

どの否定的な価値づけ(藤永・内田・繁桝・杉山,2013）

であり、偏見や差別に深く関連する。 

障害者に対して否定的な見方をすることは、国内

外問わずさまざまな研究で報告され、そうした傾向

を測定する尺度も作成されている(栗田・楠見, 2014）。

さらに、“障害者”の範疇においても、障害種別(例

えば、視覚・聴覚・肢体不自由・脳性まひ）によっ

て、偏見の度合いや強弱が異なる(忍, 1967）。特に、

精神障害者については、社会からの偏見だけではな

く、医療関係者などの支援者、当事者当人でさえそ

の障害に対して偏見を持っており、適正な医療を困

難にし、予後に悪影響を与えている(坂本・杉浦・蓮

井・北村・友田・田中・木島・丹野・北村, 1998）こ

とから、精神障害者に対するスティグマを測定する

尺度も開発されており、国内外の臨床現場、患者、

患者家族、ケースワーカーなどの医療従事者のみな

らず、一般市民にも利用されている (下津・坂本・

堀川・坂野, 2006）。 

2.2 集団間関係の研究 

Tajfel & Turner（1979）の報酬分配パラダイムを用

いた古典研究では、内外集団とカテゴライズ化され

ると、内集団成員が肯定化され、結果として所属組

織に対する社会的アイデンティティが醸成されると

同時に、内集団ひいきが起こり、それが集団間葛藤

や差別へとつながることを指摘された。 

これは、例えば“1人対集団”のような、内集団・

外集団のいずれかの構成員が集団ではない状況であ

っても、上記現象が発生する（Hamilton & Bishop, 

1976）。 

2.3 本研究における"自己呈示"の定義 

自己開示とは、他方に対して言葉を介して伝達さ

れる自分自身の情報と定義されている (中島ほ

か,1999)。自己開示と自己呈示の違いは、自己開示

は言語的のみ、自己呈示は非言語的伝達も含まれる。

自己開示は、意図的であるか否かは含まない、自己

呈示は意図的である(中島ほか, 1999)。 

2.4 ステレオタイプ低減について 

本研究は、ステレオタイプの低減方略の中で、非

カテゴリー化に着目する。ステレオタイプ軽減方略

については、いくつかある。１つは、脱カテゴリー

化である。Brewer & Miller (1984)は、カテゴリーの

顕現性をなくすことで、集団間の葛藤を低減する方

略を提唱している。２つ目には、上位カテゴリー化・

直交カテゴリー化である。Sherif, Harvey, White, Hood, 
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& Sherif (1961)は、集団間が協力しないと解決できな

い共通の上位目標や課題遂行することによって、集

団間の葛藤が軽減する方略を提唱している。 

最後に、非カテゴリー化である。Allport (1954, 原

谷・野村[訳], 1961)による接触仮説がある。この仮説

はその後膨大な実証研究がなされ、現在においても

接触効果はかなり頑健である(池上, 2013)。 

Zajonc（1968）の単純接触実験では、被験者にと

って無意味な文字（例えば読解不可能なトルコ文字

や絵の呈示）や同一の顔写真であっても、接触を繰

り返すとターゲットに対して有意に魅力を感じると

されている。しかし、ステレオタイプの軽減を観点

にすると、「道端で障害者に偶然出会う」といった単

純接触経験だけでは軽減に寄与しないどころか、否

定的ステレオタイプを強化させてしまうという実験

結果もある（上瀬, 2001）。 

ターゲットに対する、量的な接触経験だけではな

く、ターゲット属性の友人の数や実際に交流する機

会、ターゲット属性に縁のある地域で長期間生活し

た経験といった[直接的]・質的な接触経験（大カッ

コ筆者）が希薄である場合、ターゲットと直接対面

をする際にターゲット集団や個人に対して不安を感

じ、結果として否定的ステレオタイプの軽減には寄

与しないことを実験から示唆されている。これを集

団間不安と呼び（Islam & Hewstone, 1995）、一方では、

ターゲットに対する、量的・質的な接触経験が豊富

である場合、ターゲットと直接対面をする際に、タ

ーゲット集団や個人に対して不安な感情をあまり抱

かず、互いの属性を意識しつつも個人化された親密

な交流を行う事が可能とされ、これを集団間友情と

呼んでいる (Brown & Hewstone, 2005)。これらは、

否定的ステレオタイプの低減の重要な要素とされて

いる。 

2.5 最近の研究 

最近の研究（豊村 2015 ; 南条, 2015）では、障害

者の印象について、学生を対象に障害者手帳種別ご

とに振り分け調査した結果、介護経験や居住経験、

交流経験といった、ターゲットとの直接接触経験が

豊富な者には、低いものに比べて障害者への印象が

有意に好転する結果であった。 

小山内・山崎・加藤・田中・和田（2009）の研究

では、医療従事職を目指す学生を、精神障害に関す

る授業経験がある群と、ない群、さらに、授業経験

がある群の中で、事業講義のみの群、講義と現場実

習の経験あり群に分けて、SD 法を用いて精神障害

に対するイメージを調査した。結果、全般的に否定

的なイメージ（例えば、”怖い”、”危険”）の方が多

かったものの、精神障害に関する講義や実習経験を

踏むことによって、よいイメージ（例えば“身近な”

“穏やか”）に関するイメージ割合が有意に高くなっ

たと報告されている。精神障害者に対する恐怖心を

少なくするためには、講義等による概念的知識より

も、接触体験によって得られる知識の方が効果的と

述べられている（小山内ほか, 2009）。 

国外の最近の研究では、両集団メンバーを直接対

面せずして、不安や葛藤を低減できないか、その方

略について研究がなされている。まず、内集団に対

して対象属性を明示的に顕現(high-salience)させるこ

とにより、単に外集団のことを知る(knowledge)だけ

ではなく、内集団やその周りに外集団属性がある人、

もしくはよく知っている人が居ることを明示的に気

づく(awareness)ことによって、外集団として認識さ

れる属性が自己に内包され再カテゴリー化されるこ

とにより、外集団属性の否定的ステレオタイプが低

減されるとする拡張接触仮説(Turner, Hewstone, Voci, 

& Vonofakou, 2008)や、外集団属性がある人と上手に

交流していることを想像することによって、不安や

葛藤を低減できることが期待できるとする仮想接触

仮説(Crisp & Turner, 2012)などが提唱されている。 

国内の研究では、障害を持つ当事者自身の心や支

援策をテーマにした研究が盛んだが、当事者ではな

い者の反応等に焦点を当てた研究は少ない。社会心

理学領域では、ステレオタイプや印象形成をテーマ

にした研究は散見される（栗田・楠見, 2014）。障害

者の能力認知の問題については、仕事を持つ成人に

こそ調査を行う事が必要であると以前から指摘され

ている（上瀬 2001）が、社会人を回答対象とした研

究はみあたらず、依然、学生を対象とした研究が主

である（例えば、豊村, 2015）。 

2.6 本研究の特徴 

先行研究と比べて、本研究が特徴としている点は、

回答対象者として大学生や高校生といった社会人経
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験が全くない、未就業者（豊村, 2012, 2015; 南条, 

2015; 下津ほか, 2006; 上瀬, 2001; 小山内ほか, 2009）

ではなく、社会人を比較対象にしている点、並びに、

操作変数として特定の障害種別を想起させている点、

障害者の就業をテーマにして調査している点,カミ

ングアウト（顕現性の高い自己呈示）の効果測定ま

で踏み込んで研究している点といえよう。 

さらに、本研究では、回答者に特定の障害者（精

神障害者）を想起させてはいるが、当事者が告白し

ない限り外見上全くわからない特性等を持っている

がゆえ、日常生活、社会生活に相当な制限を受け、

生きづらさを感じる状態にある者全般を想起しても

らえれば“よし”としたうえで、マニピュレーショ

ンチェックや分析・検討をしようとするところが異

なる点である。 

 

3.方法 

3.1 調査期間・対象 

2015 年 9 月~10 月に実施した。日本国内在住で、

いままで企業等で直接雇用（派遣を除く）かつフル

タイムの勤務経験が 1年以上ある、30歳以上の男女

（11,500名）に対して web調査を用いて回答をおこ

なった。 

3.2 予備調査 

予備調査では回答者の属性情報と接触経験につい

ての質問をおこなった。予備調査から抽出された

2195 名に本調査を実施した。 

3.3 本調査 

本調査では、下記の概要で実験操作をおこなった。

実験群と統制群、質的接触が高い群、低い群に分け

た。実験群のそれぞれの調査対象者には、無作為に

障害者手帳と対人関係に悩んでいる旨の文章を（実

際には、Rubin(1975)の自己親密度開示実験で用いら

れた呈示文のなかで、中親密度の文章の日本語訳(齊

藤,1987)を引用したものを文意を変えない程度に加

筆・修正した文を利用）呈示（P-Hi 群）、一方には

学生手帳と同文章を呈示（P-Lo 群）させた。統制群

（Control群）にはなにも呈示させなかった（表 1）。 

表 1 独立変数・従属変数一覧 

 

 

尚、障害者手帳は、各自治体により色やデザイン

が異なることから、本調査では、障害者手帳を東京

都の精神障害者福祉手帳向けに画像処理したものを

用い、かつ、刺激文に「都内」と用いることによっ

て、実験操作の整合性を保つことにした。 

各情報呈示をおこなった後、 Link(1987)の

Devaluation-Discrimination Scale を日本語版に標準

化を施した Link スティグマ尺度日本語版(下津・坂

本・堀川・坂野, 2006）に回答させた。最後にディブ

リーフィングを行い、呈示実験についてのマニピュ

レーションチェックを行った。本調査から得られた

1390名を分析対象者とした。本調査の各群調査結果

と、Linkスティグマ尺度日本語版（４件法、12項目）

の過去の合計得点の平均値を比較・分析し結果を検

証することとした。 

 

図 1 実験操作概念図 

 

変数 要因 水準 略称 備考

単純接触 高・低 S-Hi,S-Lo
”高”　：質問項目（7件法）で1,2を選択。
”低”　：質問項目（7件法）で5,6,7を選択。

直接接触 高・低 D-Hi,D-Lo
”高”　：質問項目（7件法）で1,2を選択。
”低”　：質問項目（7件法）で5,6,7を選択。

質的接触 高・低 Q-Hi,Q-Lo
”高”　：質的接触項目の回答、いずれか”はい”。
”低”　：質的接触項目の回答、いずれも”いいえ”。

呈示
（実験群）

高・低 P-Hi,P-Lo

”高”　：架空の調査協力者が障害者等である旨の情報を明確に呈示
　　　　　(顕現性が”高い”自己呈示)
”低”　：架空の調査協力者が障害者等である旨の情報を曖昧に呈示
　　　　　(顕現性が”低い”自己呈示)

呈示無し
（統制群）

無 Control ”無”　：調査者一切登場せず、呈示情報も一切出さず、回答。

従属変数 尺度合計 合計点 尺度Σ

Linkスティグマ尺度日本語版の合計得点
患者（精神科外来）の平均点＝30.00 (SD=5.45),　一項目平均値
2.67(SD=0.45）
患者（集団療法開始時）の平均点＝31.47 (SD=6.37)
健常群（大学生）の平均点＝31.95 (SD=5.74)

独立変数
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図 2  Rubin の自己親密度開示実験で用いられた呈

示文中親密度の日本語訳（齊藤, 1987）と呈示文

章 

 

 

図 3 呈示刺激画像（右：P-Hi群,左：P-Lo群） 

 

4. 結果 

4.1 否定的ステレオタイプの有無・程度の検討 

回答から得られた全データを下に、Cronbachのα

係数を用いて内的整合性の検討を行った結果、α

=.7588 であったことから、内的整合性が高いと判断

できる。全ての質問項目において、ある選択肢に対

象者の 75%以上が極端に集中して回答する項目は見

当たらなかった。 

Link スティグマ尺度（日本語版）を利用した際の、

患者（精神科外来）�̅�=30.00, SD=5.45, 健常群（大学

生）は�̅�=31.95, SD=5.74 であり、30点が目安とされ

ており、30 点を超えるとセルフスティグマや社会的

スティグマについて強く意識している可能性がある

ため、臨床上留意が必要（下津ほか, 2010）とされて

いる。本調査で上記尺度に回答した者全員（N=1390)

の結果は、�̅�=32.50, SD=4.79,最頻値が 30、中央値が

32 の正規分布を示していた。このことから、実験統

制をする・しないに関わらず、ターゲットに対して

否定的ステレオタイプがあることがわかる。 

上記尺度の平均点（患者群・健常群）と、本調査

で得られた回答結果（実験群、ならびに統制群）を、

各々2 群間の母平均の差の検定（Welch の方法）を

おこなった。外来患者群に対しては両者とも１%の

有意差が検出された（ t(1090)=-17.157, p<.001; 

t(300)=-7.910, p<.001)。次に、尺度の健常群（大学生）

に対しては、実験群については１%有意差が現れた

が（t(1090)=-3.920, p<.001）、統制群との間には有意

差が認められなかった(t(300)=-0.386, n.s.)。なお、実

験群・統制群との間には有意差はみられなかった

（t(1388)=1.602, n.s.）。 

 

表 2 否定的ステレオタイプ有無の検証 

 

4.2 接触経験別の軽減効果の検討 

各接触経験(N=903)（質的接触経験（Q)・単純接触

経験（S）・直接接触経験（D)）が尺度得点にどのよ

うな差があるのか、各下位水準を高（Hi)・低（Lo)

に分けたうえで２×２×２の分散分析で分析をおこ

なった。結果、質的接触（Q)の主効果が認められた

（F(1,895)＝7.4370, p<.01）が、単純接触（S)、直接

接触（D）の主効果は認められなかった（F(1,895)

＝3.7452, n.s.; F(1,895)＝0.5334, n.s.）。Tukey法によ

る多重比較検定をおこなったところ、質的接触の水

準間（Q-Hi と Q-Lo)においてのみ、５%の有意差が

みられた。交互作用については、直接接触・単純接

触間のみ有意差が認められた（F(1,895)＝8.9633, 

p<.01）。 

4.3 呈示効果の検討 

尺度得点について、自己呈示を明示させた群（P-Hi 

(N=337)）、曖昧に呈示した群(P-Lo (N=346))、なにも

しない群(Control (N=220))に分けて、比較分析した結

果、呈示（P)の主効果が認められた（F(2,900)＝4.078, 

p <.05）。 
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図 4 呈示条件間の平均値の差の検定結果 

 

4.4 呈示タイミングの検討 

呈示と各接触経験に着目し、２×２×２×２の分

散分析を行った。分析の結果、呈示(P)の主効果は認

められなかった(F(1,667)＝0.0004, n.s.)。交互作用に

ついては、呈示（P)と単純接触（S)間、に有意差が

認められた(F(1,667)＝3.9849, p<.05)。呈示(P)と単純

接触(S)間においてTukey法による多重比較検定では、

P-Lo においては有意差なしだが、P-Hi においては

１%の有意差が確認できた(F(1,667)＝0.0051, n.s; 

F(1,667)＝8.0998, p <.01）。 

 

 

図 5 呈示条件・単純接触経験間の分析結果 

 

図 6 呈示条件・質的接触経験間の分析結果 

 

4.5 数量化Ⅰ類による分析結果 

4.5.1 各アイテム間の相関関係 

各アイテム群の相関関係、ならびに重決定係数に

ついては以下の通りである。各アイテム間に相関が

みられなかったことから、各設問項目が独立してい

たことがわかる。決定係数の結果（R2=0.0553）から、

設問項目全体が、目的変数に対して有意に影響を及

ぼしていないことがわかった。そのことから、回帰

式全体の当てはまり具合も良くないことがわかった

（表 3）。 

 

表 3 数量化Ⅰ類による分析結果（各アイテム群別） 
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岩淵・石井・神山・浦・西田(1997)によると、数

量化Ⅰ類のカテゴリースコアの大きさは基準変数が

とる値の範囲によって異なってくるために、いくら

以上であればその影響力が大きいといえるような数

量ではないと記している。本研究で既に行われた t

検定や分散分析結果では、尺度合計点に１点差がで

ると、有意差ありと判定されることから、レンジや

カテゴリースコアが１点前後であれば、その説明変

数の影響力が大きいと考え、分析結果を考察するこ

とにした。 

4.5.2 属性アイテム群 

次に、回答者の各属性アイテム群を数量化Ⅰ類に

て分析をした結果が以下図 6のとおりである。 

結果では、アイテムの中で“職業”、“会社規模”、

“勤続年数(年）”が１点を超えたレンジ幅を指し示

している。 

カテゴリースコアに注目すると、職業アイテムの

中では、特に自由業(N=30)が-1.1 ポイント、一方、

パート等(N=202)は１ポイントプラス寄与し、レンジ

を広げる結果となった。会社規模においてはカテゴ

リー項目“その他・わからない(N=81)”が-1.7 ポイ

ントを指し示している。 

回答者が雇用者・被雇用者として何らかの組織に

帰属している場合、自己の組織の従業員数が“わか

らない”と答えることは社会通念上まずありえない

と考えられる。そのことから、会社組織に帰属しな

い働き方をしている自由業（いわゆる一人親方等）

が“その他わからない”を選択し、結果としてレン

ジ幅をマイナスの方に増幅させたと推察できる。 

そのことから、組織に縛られない雇用形態におい

ては、マイナスに寄与し、一方、パート等の現業職

種においてはプラスに寄与する傾向があることがわ

かった。 

会社規模に着目すると、100 人以下の企業群と

1000 人以上の組織群がプラスに寄与している。 

勤続年数が短い者、ないしは中程度であるとゼロ

かマイナス傾向であるが、勤続年数が 20 年、30 年

と、長くなるにつれポイントがプラスに寄与してい

る。 

4.5.3 接触・呈示アイテム群 

次に、回答者の各属性アイテム群を数量化Ⅰ類に

て分析をかけた結果が以下図 6のとおりである。 

アイテムレンジでは、本実験で確認した項目の他

に、参考として質問した“友人数”も分析に加えた。 

カテゴリースコアでは、単純接触・直接接触を７

件法で選択させている。そこで、接触経験が浅い選

択肢“６、７、８”を選んだ場合は、Lo（"○-Lo"

と記載）、“１、２”を選択した場合（"○-Hi"と記載）、

“３、４、５”を選んだ場合を Mid（"○-Mid"と記

載）という変数を設けた。質的接触（Q)は、予備調

査の際に、患者会・介護経験・勤務経験・心理職資

格所持の有無を２件法で尋ね、いずれも NO の者を

“Q-Lo”いずれか YES の場合“Q-Hi”に振り分け

ている。 

結果では、質的接触を除き、総じてレンジ幅が高

いことがわかった。特に、“直接接触”と“友人数”

のレンジ幅が１点を超えたレンジ幅を指し示した。 

 

表 4 属性アイテム群・カテゴリー群の分析結果内訳 

 

  

レンジ

アイテム 値
性別 0.1582
職業 2.1342
未既婚 0.0534
子供有無 0.3698
学歴 0.5599
会社規模 2.2511
勤続年数（年） 1.3189

カテゴリースコア（属性アイテム群）

アイテム カテゴリー 値 アイテム カテゴリー 値

性別 女 0.1094 学歴 高卒 -0.1180
男 -0.0488 修士・博士 -0.1964

職業 パート等 1.0317 専門卒 -0.0894
会社員（その他） 0.0655 大卒 0.0742
会社員（技術系） -0.4147 短大卒 0.1447
会社員（事務系） -0.2706 中卒 0.3634
経営者 -0.5891 会社規模 １～4名 -0.2802

公務員 -0.1216 100～499名 -0.0173

自営業 0.3039 1000名以上 0.3892
自由業 -1.1025 30～99名 0.1275

専業主婦（夫） -0.4274 5～29名 0.4967
未既婚 既婚 -0.0200 500～999名 -0.6304

未婚 0.0334 その他・わからない（未就業等） -1.7544

子供有無 子どもあり 0.1644 勤続年数（年） 1１年～１５年 -0.4269

子どもなし -0.2054 1６年～２０年 -0.1209

２１年～２５年 0.4340
２６年～３０年 -0.5560
３０年以上 0.7629
５年以下 0.1574

６年～10年 -0.2092

32.4245定数項
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4.5.4 接触経験別 カテゴリースコア分析結果 

カテゴリースコア別の分析結果では、単純接触は、

低い接触よりも中程度の方がプラスに寄与する結果

となった。しかし、直接接触は、低い接触よりも中

程度の方が、１ポイントマイナスに寄与していた。

質的接触はそれほどレンジ幅を広げる要因とはなっ

ていなかった。参考までに友人数に着目すると、無

接触にあたる“いない” (N=931)は-0.0189 と説明変

数にあまり寄与しない数値であったが、“１人

(N=239)”の場合 0.5、“２人(N=107) ”、“３人 (N=44)”

の場合、-0.4から-1.8と振幅幅が広まった。 

このことから、単にターゲットを見かける程度の

接触量（単純接触）、ターゲットとの直接接触が低い

状況は、尺度得点を増加させるが、逆に、ターゲッ

トとの直接接触経験が中程度以上の場合は、尺度得

点を低下させる要因となっていることがわかる。 

4.5.5 呈示条件別 カテゴリースコア分析結果 

呈示条件別のカテゴリースコアの分析結果では、

呈示をした場合、特に顕現性の高い呈示を行った場

合は、プラスに寄与する結果があらわれた（表 5）。 

 

表 5 接触・呈示アイテム群・カテゴリー群の 

      分析結果内訳 

 

4.5.6 質的接触経緯アイテム群 

最後に、回答者の質的接触経緯アイテム群を数量

化Ⅰ類にて分析をかけた結果が以下のとおりである。 

ここでは接触媒体（私的か公的か）別で差が生じ

るか検証している。結果では、アイテム“患者会” 

(N=84)の所属経験が１点を超えたレンジ幅を指し示

した。カテゴリースコアに注目すると患者会のカテ

ゴリースコアのみが-1.5 ポイントと特筆する程度の

低さが結果としてレンジ幅を広めたことがわかった。

一方、“心理職”(N=45)経験者は、0.68ポイントプラ

スに寄与した（表 6）。 

 

表 6 質的接触経緯アイテム群・カテゴリー群の 

      分析結果内訳 

 

 

 

5.考察 

5.1 分析結果から 

以上、分析結果から、社会人においても障害者へ

の偏見が存在しており、特に、質的接触経験が高い

群は有意に高い。顕現性の高い自己呈示は否定的ス

テレオタイプを強化させ、特に、単純接触経験が低

い群や質的接触経験が高い群に対しては有意に強化

させる。一方で、顕現性の低い自己呈示は接触経験

の質やその強度問わず、有意差があらわれなかった。 

さらに、数量化Ⅰ類分析結果からも、接触行動の

レンジ

アイテム 値
単純接触（S) 0.6669
直接接触（D) 1.4904
友人数 2.4221
質的接触（Q) 0.0873
呈示（P) 0.8060

カテゴリースコア（接触・呈示アイテム群）

アイテム カテゴリー 値
単純接触(S) S-Hi 0.3371

S-Lo -0.1990
S-Mid 0.4679

直接接触(D) D-Hi -0.2093
D-Lo 0.2176
D-Mid -1.2728

友人数 1人 0.5786
２人 -0.4189
３人 -1.8435

４人 0.4815
5人以上 0.0143

いない -0.0189
質的接触（Q) Q-Hi -0.0556

Q-Lo 0.0317
呈示（P) Control -0.4524

P-Hi 0.3537
P-Lo -0.1072

定数項 32.4245

レンジ

アイテム 値
患者会 1.5974
介護経験者 0.1544

勤務経験者 0.0408
心理職 0.6880

カテゴリースコア（質的接触詳細アイテム群）

アイテム カテゴリー 値
患者会 いいえ 0.0965

はい -1.5009
介護経験者 いいえ -0.0375

はい 0.1169
勤務経験者 いいえ 0.0060

はい -0.0348
心理職 いいえ -0.0223

はい 0.6657

定数項 32.4245
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有無だけでなく、接触の経験や友人の数が、多すぎ

ず、かといって少なすぎず、ほどほどの中程度の接

触経験を持つこと、そして、接触経緯が公的や職務

上よりも私的な機会を持っている方が偏見の低減に

効果があることが示唆された。よって、intergroup 

friendship の理論が一部支持されているといえる。 

5.2 まとめ 

結果から総括すると、「第三者から容易に確認する

ことができない障害や疾病,特性等抱えている者」は、

カミングアウトをせず自己の病状を隠し通してしま

った方が、自己や社会からのスティグマにさらされ

ない上では精神衛生上得策と察し、つい隠し通して

しまうことが、分析結果からも浮き彫りとなった。 

そして、ターゲットと常日頃接触をする機会が高

い者だからといって、偏見や差別行動をしないわけ

ではなく、接触が高い群であっても有意にステレオ

タイプが検出された結果から、彼らにも差別行動を

起こす可能性があり得ることを啓蒙・自覚させる何

らかの研修プログラム等の実施が必要であると考え

る。 

5.3今後の課題 

本研究でおこなった質問紙による調査では、回答

者の接触経験の厳密な階層分けや統制に限界がある。

具体的にどの程度の接触経験があり、回答させた質

的接触経緯（患者会や心理職）が、どの程度公的・

私的の要素が強いのか、整理や統制するところにも

課題を残している。 

そして、基礎研究の側面、特に、集団間接触を紙

面上で行った際の効果測定ついては、本研究のデザ

インのみでは限界があり、メカニズムの特定・解明

までには至っていない。今後は、準実験や実験室実

験を用いた、呈示の実験の検証が必要と考える。 
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